
 

尼崎市屋外広告物条例 

改正後 現 行 

（許可の期間及び条件） 

第１１条  

２ 前項の許可の期間は、３年を超えない範囲

内において市長が定める。 

（取付完了の届出） 

第１２条の２ 規則で定める広告物等について

第８条又は第１８条第３項の許可を受けた者

は、当該許可に係る当該広告物等の取付けを

完了したときは、規則で定めるところによ

り、その旨を市長に届け出なければならな

い。 

（変更等許可等） 

第１３条 第８条又は第１８条第３項の許可（こ

の項に規定する変更等許可及び次項に規定する

更新許可を含む。以下「この条例の規定による

許可」という。）を受けた者は、当該この条例

の規定による許可に係る広告物の内容を変更

し、又は当該この条例の規定による許可に係る

広告物等を改造し、若しくは移転しようとする

ときは、規則で定めるところにより、あらかじ

め、その変更、改造又は移転についての市長の

許可（以下「変更等許可」という。）を受けな

ければならない。ただし、規則で定める軽微な

変更又は改造をしようとするときは、この限り

でない。 

２ この条例の規定による許可を受けた者は、当

該この条例の規定による許可の期間の満了後引

き続き当該この条例の規定による許可に係る広

告物等を表示し、又は設置しようとするとき

は、規則で定めるところにより、当該この条例

の規定による許可の更新についての市長の許可

（以下「更新許可」という。）を受けなければ

ならない。 

３ 第９条第１項、第１０条第１項及び第１１条

から前条までの規定は、変更等許可について準

用する。 

（許可の期間及び条件） 

第１１条  

２ 前項の許可の期間は、２年以内において市

長が定める。 

 

 

 

 

 

 

 

（変更等の許可等） 

第１３条 第８条又は第１８条第３項の許可を受

けた者は、当該許可に係る広告物の内容に変更

を加え、又は広告物等を改造し、若しくは移転

しようとするときは、規則で定めるところによ

り、あらかじめ変更等の許可を受けなければな

らない。ただし、規則で定める軽微な変更又は

改造をしようとするときは、この限りでない。 

 

 

 

 

 

 

２ 第８条又は第１８条第３項の許可を受けた者

は、当該許可の期間の満了後、更に継続して当

該許可に係る広告物等を表示し、又は設置しよ

うとするときは、規則で定めるところにより、

規則で定める期日までに許可の更新の申請を

し、許可を受けなければならない。 

 

 

３ 第９条第１項、第１０条第１項及び前２条の

規定は、第１項の変更等の許可について準用す

る。 



 

４ 第９条第１項、第１０条第１項、第１１条及

び第１２条の規定は、更新許可について準用す

る。この場合において、第１０条第１項中「広

告物等が別に定める基準に適合する場合であっ

て、地域の良好な景観の形成に資し、かつ、公

衆に対する危害を及ぼすおそれがないと認め

る」とあるのは、「第１３条第２項に規定する

更新許可に係る広告物等の内容と従前の同条第

１項に規定するこの条例の規定による許可に係

る広告物等の内容とが同一である」と読み替え

るものとする。 

（禁止地域等） 

第１５条 次の各号に掲げる地域及び場所（以

下「禁止地域等」という。）においては、広

告物等を表示し、又は設置してはならない。 

 ⑺ 都市公園法（昭和３１年法律第７９号）

第２条第１項に規定する都市公園の区域及び

その他の公園、緑地等の公共空地の区域（市

長が指定する区域に限る。） 

２ 市長は、前項第１号、第２号及び第６号か

ら第９号までの規定により区域を、同項第１

２号の規定により地域又は場所を指定しよう

とするときは、あらかじめ、審議会の意見を

聴かなければならない。その指定に係る区

域、地域又は場所を変更しようとするとき

も、同様とする。 

３ 市長は、第１項第１号、第２号及び第６号

から第９号までの規定により区域を、同項第

１２号の規定により地域又は場所を指定した

ときは、その旨を告示するものとする。その

指定に係る区域、地域又は場所を変更したと

きも、同様とする。 

（適用除外） 

第１８条 次の各号に掲げる広告物等（第５号

に掲げる広告物等にあっては、市長の認定を

受けたものに限る。）については、第８条、

第１４条、第１５条第１項及び第１６条第１

項から第３項までの規定は、適用しない。 

４ 第９条第１項、第１０条第１項及び前２条の

規定は、第２項の許可の更新について準用す

る。この場合において、第１０条第１項中「広

告物等が別に定める基準に適合する場合であっ

て、地域の良好な景観の形成に資し、かつ、公

衆に対する危害を及ぼすおそれがないと認め

る」とあるのは、「許可の更新に係る広告物等

の内容と従前の許可に係る広告物等の内容とが

同一である」と読み替えるものとする。 

 

 

（禁止地域等） 

第１５条 次の各号に掲げる地域及び場所（以

下「禁止地域等」という。）においては、広

告物等を表示し、又は設置してはならない。 

 ⑺ 都市公園法（昭和３１年法律第７９号）

第２条第１項に規定する都市公園の区域及び

その他の公園、緑地等の公共空地のうち、市

長が指定する区域 

２ 市長は、前項第１号、第２号及び第６号か

ら第９号までの規定により区域を、同項第１

２号の規定により地域又は場所を指定しよう

とするときは、あらかじめ、審議会の意見を

聴かなければならない。区域又は地域若しく

は場所を変更しようとするときも、同様とす

る。 

３ 市長は、第１項第１号、第２号及び第６号

から第９号までの規定により区域を、同項第

１２号の規定により地域又は場所を指定した

ときは、その旨を告示するものとする。区域

又は地域若しくは場所を変更したときも、同

様とする。 

（適用除外） 

第１８条 次の各号に掲げる広告物等（第２号

に掲げる広告物等にあっては、規則で定める

ところにより市長に届け出たものに限る。）

については、第８条、第１４条、第１５条第

１項及び第１６条第１項から第３項までの規



 

⑸ 市が所有し、又は管理する土地又は建物

その他の物件（以下「市所有土地等」とい

う。）に表示し、又は設置する広告物等

（自家用広告物等又は管理用広告物等に該

当するものを除く。以下この号において同

じ。）で、当該広告物等に係る広告料とし

て市（当該広告物等の表示又は設置に係る

市所有土地等を管理する権限を有するもの

として市長その他の市の機関が指定するも

のを含む。）に支払われる金銭が当該市所

有土地等の維持管理その他の市長が別に定

める公益的な取組の実施に要する費用に充

てられるもの 

２ 次の各号に掲げる広告物等については、第

８条及び第１５条第１項の規定は、適用しな

い。 

 

 

３ 次の各号に掲げる広告物等でその表示又は

設置についての市長の許可を受けたものにつ

いては、第１５条第１項の規定は、適用しな

い。 

⑹ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２６０条の２第１項に規定する地縁によ

る団体、商店街振興組合法（昭和３７年法

律第１４１号）第２条第１項に規定する組

合、特定非営利活動促進法（平成１０年法

律第７号）第２条第２項に規定する特定非

営利活動法人その他の団体で、市長の登録

を受けたもの（以下この号において「登録

団体」という。）が表示し、又は設置する

広告物等（自家用広告物等又は管理用広告

物等に該当するものを除く。以下この号に

おいて同じ。）で、次に掲げる要件の全て

を満たすもの 

ア 当該広告物等に係る広告料として当該

登録団体に支払われる金銭が、当該登録

団体による地域における公益的な取組

定は、適用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 次の各号に掲げる広告物等（第９号に掲げ

る広告物等にあっては、規則で定めるところ

により市長に届け出たものに限る。）につい

ては、第８条及び第１５条第１項の規定は、

適用しない。 

３ 次の各号に掲げる広告物等でその表示又は

設置について市長の許可を受けたものについ

ては、第１５条第１項の規定は、適用しな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（市長が別に定めるものに限る。）の実

施に要する費用に充てられること。 

イ 規則で定める基準に適合すること。 

(経過措置) 

第１９条 一の地域若しくは場所（以下「一の

地域等」という。）において表示され、若し

くは設置されている広告物等が第１４条の規

定に適合しないこととなった際現に当該一の

地域等において適法に表示され、又は設置さ

れている広告物等については、その同条の規

定に適合しないこととなった日（以下「基準

日」という。）から１年間（この条例の規定

による許可を受けていた広告物等で、基準日

における当該この条例の規定による許可の残

存期間が１年を超えるもの及び規則で定める

堅固な広告物等にあっては、規則で定める期

間。以下「猶予期間」という。）は、同条の

規定は、適用しない。当該猶予期間内にこの

条例の規定による許可の申請があった場合に

おいて、当該猶予期間が経過したときは、当

該申請に対する処分がなされる日まで、同様

とする。 

 

 

 

２ 前項の規定は、一の地域等が禁止地域等と

なった場合について準用する。この場合にお

いて、同項中「同条の規定に適合しないこ

と」とあるのは「禁止地域等」と、「、同

条」とあるのは「、第１５条第１項」と読み

替えるものとする。 

３ 第１項の規定は、一の物件が禁止物件とな

った場合について準用する。この場合におい

て、同項中「現に当該一の地域等において」

とあるのは「現に」と、「同条の規定に適合

しないこと」とあるのは「禁止物件」と、

「、同条」とあるのは「、第１６条第１項」

と読み替えるものとする。 

 

 

 

(経過措置) 

第１９条 一の地域若しくは場所（以下「一の

地域等」という。）において表示され、若し

くは設置されている広告物等が第１４条の規

定に適合しないこととなった際現に当該一の

地域等において適法に表示され、又は設置さ

れている広告物等については、その同条の規

定に適合しないこととなった日（以下「基準

日」という。）から１年間（第８条又は第１

８条第３項の許可（第１３条第１項の変更等

の許可及び同条第２項の許可の更新を含む。

以下「この条例の規定による許可」とい

う。）を受けていた広告物等で、基準日にお

ける当該この条例の規定による許可の残存期

間が１年を超えるもの及び規則で定める堅固

な広告物等にあっては、規則で定める期間。

以下「猶予期間」という。）は、第１４条の

規定は、適用しない。当該猶予期間内にこの

条例の規定による許可の申請があった場合に

おいて、当該猶予期間が経過したときは、当

該申請に対する処分がなされる日まで、同様

とする。 

２ 前項の規定は、一の地域等が禁止地域等と

なった場合について準用する。この場合にお

いて、同項中「同条の規定に適合しないこ

と」とあるのは「禁止地域等」と、「、第１

４条」とあるのは「、第１５条第１項」と読

み替えるものとする。 

３ 第１項の規定は、一の物件が禁止物件とな

った場合について準用する。この場合におい

て、同項中「現に当該一の地域等において」

とあるのは「現に」と、「同条の規定に適合

しないこと」とあるのは「禁止物件」と、

「、第１４条」とあるのは「、第１６条第１

項」と読み替えるものとする。 



 

（広告物等管理者の設置等） 

第２０条 この条例の規定による許可に係る広

告物等（以下この条において「許可広告物

等」という。）を表示し、又は設置する者

（以下この条において「許可広告物表示者

等」という。）は、その表示又は設置に係る

許可広告物等について、広告物等を管理する

者（以下「広告物等管理者」という。）を置

かなければならない。 

２ 次のいずれかに該当する許可広告物等につ

いては、その管理に係る広告物等管理者は、

当該号に定める者でなければならない。 

 ⑴ 規則で定める許可広告物等 規則で定め

る資格を有する者 

 ⑵ 本市の区域内に住所、事業所又は営業所

を有しない許可広告物表示者等が表示し、

又は設置する許可広告物等 当該許可広告

物等を表示し、又は設置する場所に１時間

以内に到達することができる区域として市

長が適当と認める区域内に住所又は勤務場

所を有する者 

３ 許可広告物表示者等は、第１項の規定により

広告物等管理者を置いたときは、規則で定める

ところにより、速やかに、その旨を市長に届け

出なければならない。広告物等管理者を変更

し、又は廃止したときも、同様とする。 

 

４ 許可広告物表示者等に変更があったときは、

その表示又は設置に係る許可広告物等について

新たに許可広告物表示者等となった者は、規則

で定めるところにより、速やかに、その旨を市

長に届け出なければならない。 

 

５ 許可広告物表示者等及び第１項の規定により

当該許可広告物表示者等が置いた広告物等管理

者は、その氏名又は住所（許可広告物表示者等

が法人である場合は、その名称若しくは主たる

事務所の所在地又はその代表者の氏名）を変更

（広告物等管理者の設置等） 

第２０条 この条例の規定による許可に係る広

告物等を表示し、又は設置する者は、広告物

等を管理する者（以下「広告物等管理者」と

いう。）を置かなければならない。 

 

 

 

 

２ 広告物等を表示し、又は設置する者は、市

内に住所、事業所又は営業所を有しない場合

においては、市内又は本市に隣接する市に住

所を有する者を広告物等管理者としなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 

 

３ この条例の規定による許可に係る広告物等を

表示し、又は設置する者は、広告物等管理者を

置いたときは、規則で定めるところにより、速

やかにその旨を市長に届け出なければならな

い。広告物等管理者を変更し、又は廃止したと

きも、同様とする。 

４ この条例の規定による許可に係る広告物等を

表示し、又は設置する者に変更があったとき

は、新たに当該広告物等を表示し、又は設置す

る者となった者は、規則で定めるところによ

り、速やかにその旨を市長に届け出なければな

らない。 

５ この条例の規定による許可に係る広告物等を

表示し、又は設置する者及び広告物等管理者

は、その氏名又は住所（広告物等を表示し、又

は設置する者が法人である場合は、その名称若

しくは主たる事務所の所在地又はその代表者の



 

したときは、規則で定めるところにより、速や

かに、その旨を市長に届け出なければならな

い。 

６ 許可広告物表示者等又は第１項の規定により

当該許可広告物表示者等が置いた広告物等管理

者は、その表示、設置又は管理に係る許可広告

物等が滅失したときは、規則で定めるところに

より、速やかに、その旨を市長に届け出なけれ

ばならない。 

（管理義務） 

第２１条 広告物等を表示し、若しくは設置す

る者又は前条第１項の規定により当該者が置

いた広告物等管理者（以下この条において

「広告物表示者等」という。）は、市長が別

に定めるところにより、その表示、設置又は

管理に係る広告物等の劣化及び損傷の状況に

ついての点検を行わなければならない。 

２ 規則で定める広告物等に限り、前項の規定

による点検は、広告物表示者等が規則で定め

る資格を有していないときは、これを当該資

格を有する者に行わせなければならない。 

３ 第１項に規定するもののほか、広告物表示

者等は、その表示、設置又は管理に係る広告

物等に関して補修その他必要な管理を怠らな

いようにし、これを良好な状態に保持しなけ

ればならない。 

（業務主任者の選任） 

第４２条 屋外広告業者は、営業所ごとに、次

の各号に掲げる者のうちから業務主任者を選

任し、次項に定める業務を行わせなければな

らない。 

 ⑵ 広告物等の表示及び設置に関して必要な

知識を修得させることを目的とする講習会

（以下「講習会」という。）であって、都

道府県、指定都市（地方自治法第２５２条

の１９第１項に規定する指定都市をい

う。）又は中核市（同法第２５２条の２第

１項に規定する中核市をいう。）が開催す

氏名）を変更したときは、規則で定めるところ

により、速やかにその旨を市長に届け出なけれ

ばならない。 

６ この条例の規定による許可に係る広告物等を

表示し、若しくは設置する者又は広告物等管理

者は、当該広告物等が滅失したときは、規則で

定めるところにより、速やかにその旨を市長に

届け出なければならない。 

 

（管理義務） 

第２１条  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 広告物等を表示し、若しくは設置する者又は

広告物等管理者は、当該広告物等に関して補修

その他必要な管理を怠らないようにし、これを

良好な状態に保持しなければならない。 

 

（業務主任者の選任） 

第４２条 屋外広告業者は、営業所ごとに、次

の各号に掲げる者のうちから業務主任者を選

任し、次項に定める業務を行わせなければな

らない。 

 ⑵ 広告物等の表示及び設置に関して必要な

知識を修得させることを目的とする講習会

（以下「講習会」という。）であって、都

道府県、指定都市（地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２５２条の１９第１項

に規定する指定都市をいう。）又は中核市

（同法第２５２条の２第１項に規定する中



 

るものの課程を修了した者 

 

第５２条 次の各号のいずれかに該当する者

は、３００，０００円以下の罰金に処する。 

⑴ 第８条の許可（更新許可を含む。）を得

ないで広告物等を表示し、又は設置した者 

核市をいう。）が開催するものの課程を修

了した者 

第５２条 次の各号のいずれかに該当する者

は、３００，０００円以下の罰金に処する。 

⑴ 第８条の許可（第１３条第２項の許可の

更新を含む。）を得ないで広告物等を表示

し、又は設置した者 

 

  


